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平成24年度予算の概要

予算について

名古屋市には12の特別会計があります。

予算とは…
　予算とは、１年間（4月から翌年3月まで）における収入と支出の見積りのことです。
予算を見れば、１年間に名古屋市にどのような収入があり、なにに使っているのかが
わかります。

予算はどうやって決まるの？
　予算は次のように市長が予算案をつくり、議会の審議を経て決まります。
　名古屋市ではその過程を随時公開しています。

・国民健康保険会計
・後期高齢者医療会計 
・介護保険会計 
・母子寡婦福祉資金貸付金会計
・農業共済事業会計
・市場及びと畜場会計 

2,167億円
433億円
1,458億円
13億円
1億円
82億円

・土地区画整理組合貸付金会計
・市街地再開発事業会計
・墓地公園整備事業会計
・基金会計
・用地先行取得会計
・公債会計

1億円
9億円
10億円

1,263億円
128億円
5,713億円

中期財政収支見通し
予算編成方針の決定
各局への財源配分

９～10月頃

11月頃 11月頃

１月頃

２月頃

２～３月頃

財政局案作成
市長査定
予算案の決定 予算案の公開

市民意見の内容及び
市の考え方の公開

各局からの見積書等の提出 予算要求内容の公開

市民意見の募集

〈予算編成過程の公開〉

財政局案の公開

市議会での審議・議決

予算の成立

特定の収入（保険料など）によってまかなわれている事業について、一般会計
と区別して経理する会計です。

特別
会計
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予算について

名古屋市には 7つの公営企業会計があります。
・病院事業会計  
・守山市民病院会計  
・水道事業会計  
・工業用水道事業会計  
・下水道事業会計  
・自動車運送事業会計  
・高速度鉄道事業会計  

331億円
87億円
774億円
15億円

1,509億円
295億円
1,361億円

病院、上下水道、市バス、地下鉄事業など、
民間企業のように、サービスを受ける方の
料金で運営している会計です。

公営企業
会計

市税を主な財源
とし、福祉、教育、
道路・公園の整
備など市政の基
本的な施策にか
かる会計です。

一般
会計

公営企業会計
4,372億円
（16.8％）

一般会計
1兆288億円

(39.7%)

特別会計
1兆1,278億円

（43.5％）

予算総額
2兆5,938億円

（100％）
対前年度
0.7％増

対前年度
2.0％減

対前年度
4.9％増

対前年度
3.0％減

次のページからは、主に
一般会計について説明していきます。

次に、名古屋市の予算の種類、規模、内容などについて説明をします。
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一般会計の歳入と歳出
歳入について

・公共施設整備などの市債
・臨時財政対策債

470億円
450億円

市債

道路や公園などの公共施設の整
備などのために借り入れるお金

特定の事業に対し
て国や県から交付
されるお金

国や県が集めた税
金の一定割合が配
分されるお金

市民利用施設の利
用料や各種証明発
行手数料など

貸付金の返還
金や宝くじ収
入など

地方公共団体間の
財政力格差の調整
などのため、国から
交付されるお金

・個人市民税
・法人市民税
・固定資産税
・軽自動車税
・市たばこ税
・事業所税
・都市計画税

1,493億円
566億円
1,917億円
17億円
163億円
152億円
410億円

　市の施設は将来にわたって長期間使われるため、その整備費については、今の市民だけでな
く、将来の市民にも公平に費用を負担してもらうという考え方で、市債を活用しています。
　また、このほか標準的な行政サービスを維持するため、国が地方交付税として交付できない
分を地方公共団体が肩代わりする臨時財政対策債も発行しています。

自主財源
6,816億円
(66.3%)

依存財源
3,472億円
(33.7%)

市税
4,718億円
(45.9%)

使用料及び手数料
437億円
(4.2%)

諸収入
1,425億円
(13.9%)繰入金など

236億円
(2.3%)

地方譲与税・
県税交付金
529億円
(5.2%)

地方交付税
75億円
(0.7%)

国庫・
県支出金
1,925億円
(18.7%)

市債
920億円
(8.9%)

地方特例交付金など
23億円
(0.2%)

歳入
1兆288億円 
（100％）

※自主財源と依存財源については10ページをご覧ください。
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一般会計の歳入と歳出

市債の返済や利
子の支払いなど
にかかる経費

中小企業の経営
支援、観光客の誘
致などにかかる
経費

学校教育、生涯学
習、文化の振興など
にかかる経費

市役所・区役所
の運営、市議会の
運営、市政の企
画・広報などに
かかる経費

道路や市営住宅
の建設・維持管
理、土地区画整
理事業などにか
かる経費

消防、災害対策、ご
みの処理、環境の保
全と緑化などにか
かる経費

高齢者・障害者福
祉、生活保護、子育
て支援、予防接種な
どにかかる経費

歳出について

一般会計予算額を市民１人当たりにすると、45万 3,900 円です。
（全会計では、114万 4,300 円です。）

市民の福祉と健康
4,198億円
(40.8%)

都市の
安全と環境
959億円
(9.3%)

市民の
教育と文化
762億円
(7.4%)

市街地の整備
1,407億円
(13.7%)

市民の経済
975億円
(9.5%)

人権と
市民サービス
588億円
(5.7%)

市債の返済
1,399億円
(13.6%)

※人口は、平成24年1月1日現在226万6,765人です。

歳出
1兆288億円 
（100％）
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主な重点事業

（１）安全・安心～やすらぎのナゴヤ～

（２）ひと・環境～未来につながるナゴヤ～

地域防災計画の見直しに向け、津波など
の被害想定を策定し、防災・減災対策の
推進を図ります。

東海・東南海・南海三連動地震の
被害想定の策定

6,948 万円
港区と南区で津波避難ビルに指定されて
いない学校において、指定に必要な整備
内容を調査します。

学校の津波避難ビル指定に
向けた調査

5,500 万円

地域からの自主的な申請に基づいて、新
たなモデルを各区２地域を上限として実
施します。

地域委員会のモデル実施

7,789 万円
区役所と同様な福祉サー
ビスの手続きを支所でも
行えるようにします。

支所における福祉業務の拡充

5億 1,359 万円

保育所入所待機児童の解消に向けた事
業を行います。
　・民間保育所の整備補助
　・市有地の活用による民間保育所の
設置

　・家庭保育室の拡充
　・多様な保育サービスの案内を総合的
に行う保育案内人（ほいくあんないびと）
の配置   

　　　　…など

待機児童対策

20億 5,965 万円
児童虐待の根絶に向け、専任組織の創設
や児童相談所への緊急介入・保護対応
に特化したチームの設置など新たな虐
待防止対策を実施します。

児童虐待防止対策

２億601万円

ロタウイルスによる感染
症を予防するため、ワク
チンの接種費用を助成し
ます。

ロタウイルスワクチン
接種費用の助成

1億 4,252 万円
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主な重点事業

（3）魅力・交流～おもしろいナゴヤ～

蒸気機関車をあおなみ線で走
らせることにより、あおなみ線
の利用促進と全国への名古屋
のＰＲを行います。

あおなみ線における蒸気機関車の
実験走行

4,000 万円
名古屋テレビ塔を重要な観光
施設として維持・活用するた
め、具体的な方策等を調査し
ます。

名古屋テレビ塔の活用調査

1,200 万円

民間事業者からのテーマパークを中心とす
る開発提案を踏まえ、金城ふ頭の開発を推
進します。

金城ふ頭開発の推進

3,000 万円
名古屋城周辺の魅力向上及び観光客の誘致
に必要となる要素を調査し、基本構想を策定
します。    

世界の金シャチ横丁（仮称）
基本構想の策定

1,000 万円

愛知県と連携して、国際航空宇宙展等の開
催や地元企業と海外企業とのマッチングを
支援します。    

航空宇宙産業国際拠点化支援事業

655万円
小規模企業者の競争力強化を図るため、機
械設備の導入・更新費用を助成します。
助成期間／平成 25～ 27年度
　※24年度は募集のみ

小規模企業者設備投資促進助成

100万円

名古屋市は、平成24年度から市民税減税を実施します。

市民税５％減税の実施
減税額／ 78億 200万円 （平年度／ 104億 200万円）

　市民生活の支援、地域経済の活性化を図るとともに、将来の地域経済の発展に役立つ
よう税率を一律５％引き下げます。       
　・個人市民税／平成24年度分から（平成24年６月から）
　・法人市民税／平成24年４月１日以後に終了する事業年度分から
　※減税については、平成26年度までにその目的を踏まえ検証します。
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市民生活に身近な予算

市税収入 4,718億円を10,000円に置きかえて使いみちを見てみると…

身近な視点から予算を見てみると…

　ここでは、名古屋市の予算をいろいろな側面から見てみましょう。

対象人数は952,994人
１人当たりにすると…

●市立病院経営費は 345億円（病院事業会計で284億円、守山市民病院会計で61億円）

36,237 円

対象人数は593,500人
１人当たりにすると…

●国民健康保険費は 2,167億円（国民健康保険特別会計）

365,110 円

対象人数は83,400人
１人当たりにすると…

●介護保険のための経費は 1,458億円（介護保険特別会計）

1,748,419 円

対象人数は242,900人
１人当たりにすると…

●老人医療関係費は 500億円（一般会計で67億円、後期高齢者医療特別会計で433億円）

205,796 円

市民の福祉と健康
3,836円

収入合計34,842円＝1,395円の赤字

都市の安全と環境
1,135円市民の教育と文化

1,111円

市街地の整備
1,171円

市民の経済
188円

人権と市民サービス
625円

市債の返済
1,934円

市税
10,000円

市税
92,127円

保険料収入
86,769円

県費
17,749円

その他
9,151円

市税
260,391円

保険料収入
380,726円

国庫・県費
626,347円

市税
29,426円

保険料収入
96,491円

市税
6,138円

市債
4,123円

診療収入
22,747円

その他
1,834円

その他
480,955円

国庫・県費
106,504円

その他
132,689円
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市民生活に身近な予算

下水排出量は年間258,013千㎥
１㎥当たりにすると…

●下水処理に要する経費は 349億円（下水道事業会計）

135 円

走行距離は年間11,901,433km
地下鉄１編成が１km走るのに
かかる経費は…

●市営地下鉄の運行に要する経費は 825億円（高速度鉄道事業会計）

6,937 円

走行距離は年間35,770,000km
バス１台が１km走るのに
かかる経費は…

●市営バスの運行に要する経費は 240億円（自動車運送事業会計）

672 円

世帯数は1,029,526世帯
（平成24年１月１日現在）
１世帯当たりにすると…

●ごみ、資源の収集処理に要する経費は 242億円

23,486 円

公園管理面積は12,202,100㎡
（平成23年４月１日現在）
１㎡当たりにすると…

●公園の維持管理費は 40億円（東山総合公園を除く）

331 円

園児数は2,205人
１人当たりにすると…

●市立幼稚園の運営費は 17億円

月額 63,357 円

園児数は36,809人
１人当たりにすると…

●保育所の運営費は 424億円

月額 95,899 円

対象人数は284,100人
１人当たりにすると…

●子ども医療助成費は 102億円

35,957 円

収入合計694円＝22円の黒字

収入合計6,984円＝47円の黒字

収入合計136円＝1円の黒字

市税
25,634円

県費
9,082円

その他
1,241円

市税
61,867円

保護者負担額
17,856円

国庫・県費
15,712円

その他
464円

市税
54,285円

市税
271円

使用料収入
42円

その他
18円

市税
16,958円

処理手数料
4,838円

その他
1,690円

市税
144円

その他
74円

市税
418円

その他
495円

敬老・福祉
パス料金
675円

乗車料収入
5,396円

下水道使用料
129円

その他
6円

保護者
負担額
8,076円

その他
996円

市税
1円

敬老・福祉パス料金
169円 乗車料収入

307円

このうち利用者負担は 50円、
残る625円は市税で負担

このうち利用者負担は13円、
残る156円は市税で負担
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市民生活に身近な予算

一般会計の予算を家計に例えてみると…

　名古屋市の１年間の収入と支出を家計簿にあてはめてみましょう。
　家計と市の会計では、お金の使いみちも規模も違うので、単純に
比較できないところもありますが、

　収入のうち「給料など」は全体の66.3％となっており、「親からの支援など」を加えて
もなお不足する額をローンでまかなっている状況です。
　支出のうち「食費」と「家族の医療費など」と「ローンの返済」の３つの支出は「義務的
経費」と呼ばれ、支出全体の中でこれらの割合が高いと、家計にあまり余裕がないこと
を意味します。
　近年、「家族の医療費など」の増加とともに、支出全体に占める義務的経費の割合も
年々上昇傾向にあり、平成24年度では54.9％となっています。
　ローンについては、新たに5万6,200円の借入れを行う一方、8万5,000円を返済
します。

平成 24年度一般会計予算の市税などの自主財源を      
年収 500万円（月収 41万 6,700 円）として家計に例えてみました。    

収入月額 支出月額
10万5,000円食費（人件費）

15万5,100円家族の医療費など
（扶助費）

8万5,000円ローンの返済
（市債の返済）

5万8,100円自宅の増改築・修繕費
（投資的経費・維持補修費）

12万4,100円友人への援助金など
（補助費等、投資及び出資金、貸付金）

4万6,800円
生計を別にしている
家族への仕送り
（他会計への繰出金）

5万4,800円光熱費など
（物件費など）

62万8,900円合計（月額）

41万6,700円
（年収500万円）

給料など（月収）
（市税などの自主財源）

15万6,000円親からの支援など
（国からの補助金など）

5万6,200円ローンでまかなっている額
（市債）

62万8,900円合計（月額）

義
務
的
経
費
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市の財政状況について

市の財政状況
歳入の状況

　歳入の根幹である市税は、平成20年度予算では過去最高の5,289億円でしたが、そ
の後の景気の落ち込みや市民税減税の実施などにより減少しており、平成24年度予算
は前年度に比べて154億円減少しました。
　また、市債は、平成24年度において、地方交付税の肩代わりである臨時財政対策債が
増えたものの（㉓400億円、㉔450億円）、全体では前年度に比べ16億円減少しました。

予算の推移

自主財源比率
　歳入全体に占める自主財源の割合のことです。自主財源とは、市税、使用料、手数料な
ど市が自主的に収入できる財源で、この割合が高いほど、安定的で自主的な財政運営が
可能であるといえます。

依存財源
自主財源自主財源比率の推移

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ240％

25％

50％

75％

100％

64.8 64.5 66.2 68.1 72.1 72.4 70.7 66.0 65.9 66.3

市税

その他
市債

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（億円）

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

10,267 10,112 9,887 9,792 9,790 9,837 9,908
10,345 10,499 10,288

4,650

920

4,718

4,691

936

4,872

1,233

4,769

4,343
3,883

1,025

5,000

3,743

805

5,289

3,773

850

5,167

4,012

1,011

4,769

4,171

1,104

4,612

4,310

1,301

4,501

4,329

1,431

4,507

歳入予算の推移

　市の収入は、市税などの自主財源と国庫
支出金などの依存財源に分けられます。
　自主財源比率は、平成19年度から平成
21年度は70％台でしたが、平成22年度
以降 70％を下回り、平成 24 年度では
66.3％となっています。しかしながら、これ
は指定都市の中では最も高い数値です。

自主財源と依存財源
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歳出の状況

　平成24年度予算では、歳出全体に占める義務的経費の割合が54.9％となり、過去最
高となりました。
　なかでも、生活保護費や高齢者・子育て家庭への支援などの支出である扶助費が大幅
に増加しており、平成24年度の扶助費の予算は平成15年度に比べて約1.8 倍になっ
ています。      

義務的経費の推移

義務的経費

　義務的経費とは、人件費・扶助費・公債費の合計で、支出が義務付けられていて、削減する
ことが難しい経費です。
　この割合が高いほど、自由に使えるお金が少ない財政状況ということになります。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

（億円） 歳出予算に占める義務的経費の推移

人件費(職員の給与)

扶助費(福祉･医療など)

公債費(市債の返済)

投資的経費(施設の整備)

その他

義務的経費

10,267

4,262

1,271

1,445

1,373

1,916

10,112

4,214

1,204

1,381

1,447

1,866

9,887

4,043

1,071

1,397

1,531

1,845

9,792

3,879

1,042

1,397

1,590

1,884

9,790

3,796

990

1,480

1,595

1,929

9,837

3,836

984

1,465

1,626

1,926

9,908

3,919

910

1,472

1,704

1,903

10,345

4,122

886

1,397

2,146

1,794

10,499

3,915

907

1,397

2,525

1,755

10,288

3,910

732

1,391

2,537

1,718

公債費は、年度間の
増減があるものの、市
債の適正管理に努め
ています

人件費は、計画的な
定員削減などにより
近年減少しています

扶助費は、生活保護
費、障害者自立支援
費、児童手当などの
増加により大きく増え
ています

5,500

5,000

0

4,500

6,000
（億円） 市税 減税影響額 義務的経費

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

　歳入の中心である市税収入の伸びと
歳出の義務的経費の伸びを比較してみま
した。
　市税は近年減少傾向にあり、大幅な伸
びが期待できない一方、義務的経費は高
齢者人口の増加などにより、今後も増加
が見込まれます。

4,734 4,694 4,773
4,871 5,004 5,017

5,079

5,337

161 61
78

5,677 5,646

4,507 4,501 4,612
4,769

5,167 5,289 5,000
4,769 4,872 4,718

義務的経費
の割合 46.1% 46.4% 48.3% 49.8% 51.1% 51.0% 51.3%

51.6%
54.1% 54.9%

市税収入と義務的経費の推移
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市の財政状況

市債残高の推移
　一般会計の市債残高は、近年3年連続で増加していましたが、平成24年度は前年度に
比べて176億円減少する見込みです。
　市債については、
将来世代に過度な負
担を残さないよう、
名古屋市では、一般
会計の市債残高が
最高額だった平成
16年度（1兆9,009
億円）を超えないよ
うに努めています。
　市債残高を市民 1
人当たりにすると、
81万円で、５指定都
市（昭和31年指定都
市制度発足時の都
市）の中では真ん中
に位置しています。 

財政調整基金残高の推移
　財政調整基金は、不況で大幅な税収
減になった場合や、災害の発生による
予期しない経費の支出などに対応す
るために積み立てているものです。
　名古屋市では、残高 100 億円を目
標にしています。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

40,000

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23見込 Ｈ24予算
（922） （1,274）（1,533）（1,764）（1,973）（2,168）（2,476）（2,920）

（3,304）（3,614）

15,842 15,627 15,364 15,296 15,083 14,803 14,495 14,358 14,033 13,655

（17,811）（17,735）（17,224）（16,632）（16,175）（15,850）（15,668）
（15,558）（15,241）（14,755）

34,575 34,636
34,12134,121
34,121

33,692 33,231 32,821 32,639 32,836 32,578 32,024

（億円）

18,733 19,009 18,757 18,396 18,148 18,018 18,144 18,478 18,545 18,369
一般会計
の合計

全会計
の合計

臨時財政対策債 その他の市債 特別・公営企業会計

（万円）

107
92

81
67 66

大阪 京都 名古屋 神戸 横浜0

20

40

60

80

100

120
市民１人当たりの一般会計市債残高の５指定都市比較（平成24年度）

0

50

100

150
（億円）

7 7
16 21

32
42

88
75

139

93

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23見込 Ｈ24予算

※市債残高及び財政調整基金残高の平成15年度から平成22年度は決算残高を計上しています。

※平成17年度以前の数値は、市立大学の独立行政法人化による影響額調整後の数値です。

一般会計

35,000
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行財政改革の取り組み

歳出の削減／ 88億円

●業務執行体制や庁費などについて、徹底した効率化を図り経費を削減
●市民生活に影響を及ぼさないような事業費の精査、事業終了・事業量減に伴う削減や道路・
　公園などの維持管理費の削減

歳入の確保／ 48億円
●不用となった土地の売却　
●自動販売機を設置するための土地などの貸付
●ホームページ上のバナー広告などの広告収入の確保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

人件費関係分／13億円
●職員数の見直し　　　　　　
●特別職・管理職の給与削減

内部管理事務などの見直し 76億円

●留学生支援金給付事業を廃止　　●区役所におけるフロアサービスの実施体制を見直し
●国の新たな児童手当制度創設に伴い、子育て支援手当を廃止
●民間保育所に対する保育環境向上促進事業の助成対象を防災対策等に限定
●民間保育所への給食費補給金を実績を踏まえて廃止
●県の制度変更に基づき、一般不妊治療費助成事業を見直し
●英語活動・外国語活動アシスタントの小学校１年生から４年生での活用を見直し

事務事業の見直し ８億円

●特別養護老人ホーム黒石荘を社会福祉法人へ移管
●知的障害者授産施設若杉・昭和橋・鳩岡作業所を社会福祉法人へ移管
●調理業務を民間調理場へ委託するため、学校給食センターを廃止
●施設の老朽化のため、楠コミュニティセンターの整備後、楠学習センターを廃止

公の施設などの見直し １億円

●（財）防災管理公社の解散
外郭団体に関する見直し ３億円

　平成24年度予算では、効果の薄い事業は見直し、
より効果の高い事業に振り向け、全体として市民
サービスを確保するという考え方で行財政改革に取
り組みました。    

平成24年度
行財政改革の取り組み
149億円

など

など

など
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今後の財政運営について

一般会計の市債残高が過去最高額（平成16年度末／
１兆9,009億円）を超えないようにします。

財政調整基金の残高100億円を目指します。

1兆8,545億円

　将来世代に過度な負担を残さないよう、
次のような一定の決まり（規律）を設けて
計画的な財政運営を進めています。

主な決まりの内容 24年度予算23年度見込

1兆8,369億円

421億円の黒字 472億円の黒字

(21年度決算)
（218.6%）

(22年度決算)
（216.3%）

(21年度決算)
（12.7%）

(22年度決算)
（12.1%）

139億円 93億円

毎年度のプライマリーバランスの黒字を維持します。

将来負担比率が250％を超えないようにします。

実質公債費比率が18％を超えないようにします。

市債残高など将来負担していくべき市全体の負債
額の標準的な年間収入額に対する比率です。

市債の返済額（公債費）の標準的な年間収入額に
対する比率です。

※表中の矢印は、前年度からの変化を
　示します。

：  改  善 ：  悪  化

市債以外の収入（市税収入等）と市債の返済以外の
支出の差です。計算式：(歳入－市債)－(歳出－公債費)



■あて先
　郵　　　便　　   〒460-8508（所在地の記入は不要です。）
　　　　　　　　　名古屋市役所財政局財政部財政課
　F　　A　　X　　　052-972-4120
　電子メール　　　a2306@zaisei.city.nagoya.lg.jp
    
■お問い合わせ先 052-972-2306

本冊子の内容について、市民の皆様のご意見・ご提案をお聞かせください。    
ご意見・ご提案は財政局財政部財政課まで、郵便、FAX、電子メールでお願い
します。

お聞かせください

応援します　 東北　

 応援します　 陸前高田市　

名古屋市  奮闘中　！

！
！！！

！！

発行／名古屋市　　編集／財政局財政部財政課
発行年月／平成24年4月
この冊子は、古紙パルプを含む再生紙を使用しています。　　

平成24年度予算のあらまし

この冊子は3,000部作成し、１部当たりの印刷・デザイン経費は116円(概算)です。

もっと予算を詳しく知りたい方は
インターネットで 名古屋市  平成24年度当初予算関係


